
提案募集方式
とは…？

地域の課題を解決するために

国の制度を変える提案を

地方公共団体から出していただく

取組が「提案募集方式」です。
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（氏名） （役職）

座長 神野 直彦 東京大学名誉教授

座長
代理

小早川 光郎
公益財団法人後藤安田記念東京都市
研究所理事長・東京大学名誉教授

構成員

市川 晃
住友林業株式会社 代表取締役会長
（経済同友会 持続可能な地域経営
のあり方委員会委員長）

木野 隆之 輪之内町長

後藤 春彦 早稲田大学大学院教授

勢一 智子 西南学院大学法学部教授

谷口 尚子
慶応義塾大学大学院システムデザイ
ン・マネジメント研究科教授

三木 正夫 須坂市長

湯﨑 英彦 広島県知事

地方分権改革有識者会議 議員名簿

地方分権改革有識者会議
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（氏名） （役職）

部会長 髙橋 滋 法政大学法学部教授

部会長
代 理

大橋 洋一 学習院大学法科大学院教授

構成員

磯部 哲 慶応義塾大学法科大学院教授

伊藤 正次
東京都立大学大学院法学政治学
研究科教授

小早川 光郎
公益財団法人後藤安田記念東京都市
研究所理事長・東京大学名誉教授

勢一 智子 西南学院大学法学部教授

野村 武司 東京経済大学現代法学部教授

提案募集検討専門部会 構成員名簿関係府省とのヒアリングの様子

提案募集検討専門部会
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提案件数の推移
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提案を行ったことのある
地方公共団体の割合

提案を行ったことのある地方公共団体数の推移

671団体

町村
24.0％（222/926）

市区町村
35.8％（624/1,741）

115団体

都道府県
100％（47/47）
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※提案時に共同提案
であるものを除く。

令和３年提案募集における
共同提案・追加共同提案の割合

令和３年提案募集における
分野別提案の割合

共同提案
119件 54.1％

追加共同提案
87件 39.5％

単独提案
14件 6.4％

※

①医療福祉
28.2％

②環境・衛生
13.2％

③農業・農地
8.2％

④土地利用
（農地除く）

6.8％

⑤教育・文化
5.9％

その他

37.7％

共同提案と追加共同提案
を合わせると

提案全体の93.6％を占める
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